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2021年12月９日 

各 位 

会 社 名 Z ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 
代 表 者 名 代表取締役社長 Co-CEO（共同最高経営責任者） 

川 邊   健 太 郎 
              （コード：4689 東証第一部） 

問い合わせ先 専務執行役員 GCFO（最高財務責任者）  
坂  上  亮  介 

 （電話：03-6779-4900） 
 

 

自己株式を活用した行使価額修正条項付き2021年度第１回新株予約権

の発行条件等の決定及び開示内容の変更に関するお知らせ 

 
 

当社は、2021年12月３日（以下「発行決議日」といいます。）付の取締役会決議に基づく、Ｚホール

ディングス株式会社2021年度第１回新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の発行に関し、

2021年12月９日（以下「条件決定日」といいます。）開催の取締役会において発行条件等を決議し、

2021年12月３日に公表した本新株予約権の発行に関し、未確定だった情報につき決定いたしました。 

上記の決定に伴い、2021年12月３日付当社プレスリリース「自己株式を活用した行使価額修正条項付

き2021年度第１回新株予約権の発行及びコミットメント条項付き第三者割当て契約に関するお知らせ」

で公表した内容を一部変更するとともに、変更後の内容について「２．調達する資金の額、使途及び支

出予定時期」及び「３．発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方」に記載し、条件確

定後の発行要項の全文を添付いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．決定された発行条件の概要 

 

（１） 発 行 価 額 新株予約権１個当たり2,150円（総額221,450,000円） 

（２） 
当 該 発 行 に よ る
潜 在 株 式 数

潜在株式数：103,000,000株（但し、全て自己株式が充当される予

定です。） 

上限行使価額はありません。 

下限行使価額は663円ですが、下限行使価額においても、潜在株式

数は103,000,000株です。 

（３） 資 金 調 達 の 額 75,467,373,000円（差引手取概算額） 

（４） 
行 使 価 額 及 び

行使価額の修正条件

当初行使価額 731円 

行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日

の終値の94.5％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金額

に修正されますが、その価額が下限行使価額を下回る場合には、下

限行使価額を修正後の行使価額とします。 

（注）調達資金の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額の合計額を合算した金額から発行諸費用の概算額を差し引いた金額です。なお、本新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が行

使されたと仮定した場合の金額であります。また、行使価額が修正又は調整された場合には、調

達資金の額は増加又は減少します。加えて、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合

及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金の額は減少します。 
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２．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額）

① 

本新株予約権に係る調達資金 75,514,450,000円 

本新株予約権の払込金額の総額 221,450,000円 

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 75,293,000,000円 

② 発行諸費用の概算額 47,077,000円 

③ 差引手取概算額 75,467,373,000円 

(注)１．差引手取概算額の総額は、本新株予約権の払込金額の総額及び本新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額の合計額を合算した金額から、本新株予約権に係る発行諸費用の概算

額を差し引いた金額です。 

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新

株予約権が行使されたと仮定した場合の金額であります。本新株予約権の行使価額が修正又

は調整された場合には、上記金額は増加又は減少します。また、本新株予約権の行使期間内

に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、上記金額は

減少します。 

３．発行諸費用の概算額は、弁護士費用、価額算定費用、上場関連費用等の合計額であります。

なお、消費税等は含まれておりません。 

（２）調達する資金の具体的な使途

当社グループは「UPDATE THE WORLD 情報技術のチカラで、すべての人に無限の可能性を。」とい

うミッションのもと、“ユーザーファースト”を重要な価値観の１つとし、国内総利用者数が延べ

３億人超にのぼる国内最大規模のインターネットサービス企業グループです。この巨大なユーザー

基盤を強みに、約200を超える多彩なサービスを、200を超える国・地域に提供しています。また、

2021年３月のLINE株式会社との経営統合によって、当社グループは「情報と人をつなぐ（Yahoo! 

JAPAN）」「人と人をつなぐ（LINE）」「人と決済をつなぐ（PayPay）」という“３つの起点”を

有することになりました。世界で類を見ない多様なアセットを持つことは価値創造の源泉であり、

当社グループにしかつくれない独自のサービスを創出しています。 

当社グループは、これらの“３つの起点”を軸に大胆な戦略投資を実行し、飛躍的な事業成長を

目指しております。具体的には、当社グループは、中長期の目標として「2023年度に売上収益２兆

円、調整後EBITDA 3,900億円の達成」を掲げており、この目標の達成に向けて、各事業セグメント

において各種取り組みを推進しております。「メディア事業」セグメントにおいては、広告のデジ

タル化を追い風に“フルファネルにおける「１:１」マーケティングの実現”を目指し、「コマー

ス事業」セグメントにおいては、新型コロナウイルス感染症の影響による国内における物販のeコ

マースの市場規模が拡大しているなかで“本質的な価値を磨き込みながら、オンライン／オフライ

ン横断で取扱高最大化を目指す”ことを目標に掲げ、「戦略事業」セグメントにおいては、日本の

キャッシュレス市場拡大を強力に推進し“Fintech領域を中心に、新たな収益の柱を創出”するこ

とを目標に掲げております。

そのような状況下において、当社は、中長期的に財務基盤の強化を図る資金充当に活用する資金

の調達を目的として、本新株予約権の発行及び行使に伴い調達した資金は、以下のとおり、株式会

社ZOZOの株式取得に伴い調達した借入金の返済及び「ヤフージャパン ライセンス契約」買取に伴い

調達した借入金の返済に用いる予定です。 

具体的な使途 金額（億円） 支出予定時期 

① 株式会社ZOZOの株式取得に伴い調達した借入

金の返済資金
476 2022年３月～2023年９月 

② 「ヤフージャパン ライセンス契約」買取に

伴い調達した借入金の返済資金
278 2022年３月～2023年９月 

合計金額 754 － 

当社は、上記表中に記載のとおり借入金の返済に用いることを予定しておりますが、各借入金につ

いての詳細は以下のとおりです。 

① 株式会社ZOZOの株式取得に伴い調達した借入金の返済資金

株式会社ZOZOの株式取得に伴い2019年にブリッジローン4,000億円を実行し、2020年に借り換

えとして1,500億円のシンジケートローンを実行しております。本シンジケートローンの約定返

済資金として、2023年９月までに476億円を充当する予定です。なお、本シンジケートローンの
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2021年12月３日時点の残高は1,200億円となっております。 

② 「ヤフージャパン ライセンス契約」買取に伴い調達した借入金の返済資金

「ヤフージャパン ライセンス契約」買取に伴い2021年に1,500億円のシンジケートローンを実

行しております。本シンジケートローンの約定返済資金として、2023年９月までに278億円を充

当する予定です。なお、本シンジケートローンの2021年12月３日時点の残高は1,500億円となっ

ております。 

(注)１．差引手取概算額については、上記のとおり支出する予定であり、支出時期までの資金管

理については、当社の銀行預金等での安定的な金融資産で運用保管する予定でおりま

す。 

２．上記資金使途は、2023年９月までの資金使途を記載したものでありますが、資金調達額

や調達時期は本新株予約権の行使状況により影響を受けることから、上記資金使途及び

その内訳については、変更される可能性があります。また、資金を使用する優先順位と

しましては、実施時期が早く到来した事項から充当する予定であり、調達額が予定に満

たない場合には、当該時点で未充当の資金使途には充当できなくなる可能性があります。

その場合には、自己資金及び銀行借入等の他の資金調達により上記資金使途への充当を

行う予定です。一方、調達額が予定より上回った場合には、上記①又は②の2023年以降

の返済に用いる予定であります。 

また、割当予定先との間で締結する予定の本第三者割当て契約には、当社による行使指

定条項が定められておりますが、株価等によっては、当社が割当予定先に行使指定を行

っても、十分な資金を調達できない場合もあります。従いまして、市場における当社株

価の動向等によっては本新株予約権の全部又は一部が行使されない可能性を含んでおり

ます。このように本新株予約権によって十分な資金を調達することができなかった場合

には、銀行借入等の別途の手段による資金調達の実施を行う可能性があります。なお、

資金使途の変更や別途の資金調達の実施を行った場合、その都度、速やかに開示を行い

ます。 

３．発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方 

当社は、本新株予約権の発行決議日付で、本自己株公開買付けを公表しております。仮にこの公表に

より株価の上昇が生じる場合には、本新株予約権の発行に直接付随するものではない事由による株価の

上昇を反映せずに本新株予約権の発行条件を決定することで、当該発行条件と本新株予約権の発行時に

おける実質的な価値との間に乖離が生じるおそれがあります。当社は、かかる公表による株価への影響

を織り込んだ上で本新株予約権の払込金額を決定すべく、発行決議日時点における本新株予約権の価値

と条件決定日時点における本新株予約権の価値をそれぞれ算定し、高い方の金額を基準として本新株予

約権の払込金額を決定しました。 

上記に基づき、当社は、発行決議日時点及び条件決定日時点における本新株予約権の価値を算定する

ため、本新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で締結する予定の本第三者割当て契約に定められ

た諸条件を考慮した本新株予約権の価格の評価を第三者算定機関である株式会社プルータス・コンサル

ティング（東京都千代田区霞が関三丁目２番５号霞が関ビルディング30階、代表取締役社長 野口真人）

に依頼しました。当該算定機関は、両時点の本新株予約権の価値について、本新株予約権の発行要項及

び割当予定先との間で締結する予定の本第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格

算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日の市場環境、当社株式の

流動性、当社の資金調達需要、割当予定先の権利行使行動及び割当予定先の株式保有動向等を考慮した

一定の前提（当社の株価（発行決議日時点：737円、条件決定日時点：731円）、当社株式のボラティリ

ティ（発行決議日時点：43.95％、条件決定日時点：43.82％）、配当利回り（発行決議日時点：0.75％、

条件決定日時点：0.76％）、無リスク利子率（発行決議日時点：-0.119％、条件決定日時点：-

0.115％）、当社が継続的に行使指定を行うこと、当社からの通知による取得が行われないこと、割当予

定先は当社からの行使指定に応じて市場出来高の一定割合の範囲内で速やかに権利行使及び売却を実施

すること等を含みます。）を置き本新株予約権の評価を実施しました。

当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した発行決議日時点の評価額である2,150円を参考

として、割当予定先との協議を経て、発行決議日時点の本新株予約権１個の払込金額を上記と同額であ

る金2,150円としました。 

また、株価変動等諸般の事情を考慮の上で本日（2021年12月９日）を条件決定日としたところ、本日

（条件決定日）時点の本新株予約権１個当たりの評価額は、2,120円と算定され、当社はこれを参考とし

て本日（条件決定日）時点の本新株予約権１個当たりの払込金額を、上記評価額と同額となる金2,120円
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と決定しました。その上で、両時点における払込金額を比較し、より既存株主の利益に資する払込金額

となるように、最終的に本新株予約権１個当たりの払込金額を金2,150円と決定しました。 

当社監査等委員会も、当該算定機関は割当予定先から独立した立場で評価を行っていること、当該算

定機関による本新株予約権の価格の評価については、その算定過程及び前提条件等に関して当該算定機

関から説明又は提出を受けたデータ・資料に照らし、当該評価は合理的なものであると判断できること

に加え、本新株予約権の払込金額は当該算定機関によって算出された評価額と同額としていることから、

割当予定先に特に有利でなく、法令に違反する重大な事実は認められないと判断しております。 

以 上 



別紙 

Ｚホールディングス株式会社 2021 年度第１回新株予約権 

発 行 要 項 

１．本新株予約権の名称 

 Ｚホールディングス株式会社 2021 年度第１回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

２．申 込 期 間 

 2022 年１月 14 日 

３．割 当 日 

 2022 年１月 14 日 

４．払 込 期 日 

 2022 年１月 14 日 

５．募 集 の 方 法 

 第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権を BofA 証券株式会社に割り当てる。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 103,000,000 株とする

（本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 1,000 株

とする｡）。但し、下記第(２)号乃至第(５)号により割当株式数が調整される場合には、本

新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。 

(２) 当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）

を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株

未満の端数は切り捨てる。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率 

(３) 当社が第 11 項の規定に従って行使価額（第９項第(２)号に定義する｡）の調整を行う場

合（但し、株式分割等を原因とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調

整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式にお

ける調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11 項に定める調整前行使価額及び調整後行

使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調 整 後 行 使 価 額 

(４) 本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第11項

第(２)号、第(５)号及び第(６)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使

価額を適用する日と同日とする。 

(５) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、

本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調

整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日そ

の他必要な事項を書面で通知する。但し、第 11 項第(２)号⑤に定める場合その他適用開始

５
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日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを

行う。 

７．本新株予約権の総数 

103,000 個 

８．各本新株予約権の払込金額 

 金 2,150 円（本新株予約権の目的である株式１株当たり 2.15 円） 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(１) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割

当株式数を乗じた額とする。 

(２) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行

使価額」という｡）は、当初 731 円とする。 

10．行使価額の修正 

第 16 項第(３)号に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」とい

う。）の直前取引日の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）におけ

る当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の 94.5％

に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金額（以下「修正日価額」という。）が、当

該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、

当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が

663 円（以下「下限行使価額」といい、第 11 項の規定を準用して調整される。）を下回るこ

ととなる場合には行使価額は下限行使価額とする。 

11．行使価額の調整 

(１) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(２)号に掲げる各事由により当社の普通

株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以

下「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額を調整する。 

新 発 行 ・ 

処分株式数 
× １株当たりの

払 込 金 額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既発行

株式数 
＋ 

時 価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

(２) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

① 下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、

又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）

（但し、株式報酬制度に基づき株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他

当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及

び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、

無償割当ての場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につ
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き株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これ

を適用する。 

② 株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③ 下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定め

のある取得請求権付株式又は下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）

を発行又は付与する場合（無償割当てによる場合を含む。但し、ストックオプション制

度に基づき新株予約権を交付する場合を除く。）

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部

が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、

払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当日)

以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当て

を受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む｡）の取得と引換えに下記第(４)号②に定める時価を下回る価額をもっ

て当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む｡）に関して、当該調整前に上記③による行使価額の調整が行

われている場合には、調整後行使価額は、当該調整を考慮して算出するものとする。 

⑤ 上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降

の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃至

③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。

この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行

使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

株式数 ＝ 

調 整 前 

行使価額 
－ 

調 整 後 

行使価額 
× 

調 整 前 行 使 価 額 に よ り 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(３) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満

にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とす

る事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代

えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(４)① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四

捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、上

記第(２)号⑤の場合は基準日）に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取引日（終値のない日

数を除く｡）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値とする。
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この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入す

る。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初

めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日にお

いて当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記第(２)号②の場合に

は、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当

社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする｡

(５) 上記第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社

は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必

要とするとき。

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により

行使価額の調整を必要とするとき。

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使

価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があ

るとき。

(６) 上記第(２)号の規定にかかわらず、上記第(２)号に基づく調整後行使価額を初めて適用

する日が第 10 項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額

及び下限行使価額の調整を行う。 

(７) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本

新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使

価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤に定

める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開

始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2022 年１月 17 日から 2024 年１月 16 日（第 14 項各号に従って当社が本新株予約権の全部

又は一部を取得する場合には、取得される本新株予約権については、同項各号に定める取得

日の前営業日）までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(１) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の

払込期日の翌日以降、会社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って通知をした上で、当社

取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者

（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取

得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。 
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(２) 当社は、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間の末日（休業日である

場合には、その直前営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本

新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(３) 当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式

移転（以下「組織再編行為」という。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない

場合は、当社取締役会）で承認決議した場合、会社法第 273 条の規定に従って取得日の２

週間前までに通知をした上で、当該組織再編行為の効力発生日より前のいずれかの日に、

本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本

新株予約権の全部を取得する。 

(４) 当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若し

くは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日

又は上場廃止が決定した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日とす

る。）又は８営業日（株式会社証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、

同施行規則その他の規則を含む同社の取扱い上の営業日をいう。）後の日のいずれか後に

到来する日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）

の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第

17 条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算

の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金

の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(１) 本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間

中に第 19 項記載の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとす

る。

(２) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に

際して出資される財産の価額の全額を現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定

する口座に振り込むものとする。

(３) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に

必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。

17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当て契約に定められた諸条件を考

慮し、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社

の株価、当社株式の流動性、割当先の権利行使行動及び割当先の株式保有動向等について一

定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を金 2,150 円とした。
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さらに、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、行

使価額は当初 731 円とした。 

19．行使請求受付場所 

三菱 UFJ 信託銀行株式会社 本店 

20．払込取扱場所 

株式会社みずほ銀行 大手町営業部 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

 本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全

部について同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社

証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

 株式会社証券保管振替機構 

 東京都中央区日本橋兜町７番１号 

23．その他 

(１) 上記各項については、(i)当社が 2021 年 12 月３日及び 2021 年 12 月９日付の取締役会決

議に基づき実施予定の当社普通株式を対象とする公開買付け（以下「本公開買付け」とい

う。）に関し、当社及び A ホールディングス株式会社（以下「A ホールディングス」とい

う。）との間で公開買付応募契約が締結され、当該契約に従った A ホールディングスによ

る本公開買付けへの応募がなされたこと並びに(ii)金融商品取引法による届出の効力発生

を条件とする。 

(２) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役 Co-CEO(共同最高経営責任

者)の合意により決定する。 

 

以  上 

 


